
①僕の職場では、みんな夜遅くまで働
いているけど、今度成立した「働き方法」
で、何か改善されるのかなあ。

⑤なるほど。新しい法規制
は 2019 年 4 月に施行さ
れるから、それまでに職場
で話し合い、労使交渉の
上できちんとした時間外
労働規制をさせていかな
きゃって話ですね！がん
ばらないと！

④もちろん、原則として適
用対象になっているわよ。
でも、民間と違う部分もあ
るので、詳しくは❹面の
チャートを見てみてね。

③ふーん…。でもそもそも、
地方公務員って労働基準法
とか関係あるんですか？

②それは、私たちの運動しだいね。
「働き方法」は様々な問題を含んでいるけれど、労働
時間の上限規制に関して言えば、曲がりなりにも罰
則が入ったことを活用していかないといけないわね。
それに、上限規制を実効性あるものにするための規
定が労基法や指針に明記されたの。これを活用して
使用者に迫っていくことが今、大事になってきてい
るのよ。

職場の時間外労働規制
このままにしてはおけないよね

～長時間労働改善・不払い超勤をなくすために

今、長時間・過重労働が大きな問題になっています。特に公務員の場合、これまで労
働時間管理がしっかりされていない職場が多く、それが残業代不払いの温床にもなって
きました。しかし、2018年 6月に「働き方改革関連法」（以下、「働き方法」と略）が
成立し、人事院規則にも時間外労働の上限設定が設けられることとなりました。総務省
は、地方自治体に対してもこれに準じた条例・規則改正を求めています。
時間外労働規制は勤務条件の問題であり、労使交渉事項です。2019年 4月からの上
限規制の制度化にあたっては、このリーフレットを材料にそれぞれの職場で学習・話し
合いを行い、労使交渉に基づく条例規則改正を行わせましょう。

❶���早出・休日出勤も含め、時間外に行っている仕事、行わざるをえな
い仕事がどれくらいありますか？

❷���使用者は、きちんと時間外労働の実態を把握していますか？�
またタイムカードなど客観的に把握できるシステムがありますか？�
超勤手当不払いはありませんか？

❸�業務量に対して、適正な人員が配置されていますか？

❶���話し合った内容をもとに、長時間労働改善に向けた要求書（時間管
理・超勤上限規制、勤務間インターバル等）をまとめましょう。

❷���所属長と話し合い、所属長の権限だけでは解決できないことは、使
用者に対し交渉しましょう。人員不足が根本的な問題であるなら、
増員を求めましょう。

❸���36 協定やこれに準じた時間外労働協定を結ぶ際は、時間外労働を
命じることができる業務内容・対象職種等を明記した必要最小限の
時間数とし、「業務の集中」等内容が具体的でない協定は結ばない
ようにしましょう。

労働組合が36協定を結ぶためには、職場の労働者（管理職・非正規労
働者も含め）の過半数を組織していることも重要です。また、組合員が
多いほど、影響力が強まるのは当然です。未加入の仲間がいたら、「あ
なたの加入が力になる」と呼びかけ、労働組合に入ってもらいましょう。

TEL：03-5978-3580
FAX：03-5978-3588
https://www.jichiroren.jp/〒 112-0012�東京都文京区大塚 4-10-7

自治体職場に働く皆さんへ 職場討議資料‌2018

❶���自治体職場も、原則として36協定
※1
を結ぶことなしには使用者が時間外労働を

命ずることはできません。また、労働基準法に定められた上限規制が適用されます。

❷���例外として、本庁等の職場
※2
では、「公務のための臨時の必要」がある場合に限っ

て36協定を結ばずに時間外労働を命ずることができるとされています
※3
が、こ

れも本来無制限に行われてはならないものです。また、この場合でも「上限規制
は必要」と総務省も認めています。

❶‌‌‌時間外労働の上限は、原則月45時間・年360時間
❷‌‌‌国会対応等他律的業務の比重の高い部署：月100時間未満、年720時間以内
❸‌‌‌上限時間の特例‌
「大規模災害への対応や重要な法令立案等公務の運営上真にやむをえない場合」には、上限なし。‌
この場合、超勤命令が真にやむをえなかったかどうか事後に検証を要す。

◆‌‌残業時間の上限は、原則として月45時間・年360時間とし、臨時的な特別の事情がなければこれを超えることはできません。
（月45時間は、１日当たり２時間程度の残業に相当します。）

◆‌‌臨時的な特別の事情があって労使が合意する場合でも、◦年720時間以内　◦複数月平均80時間以内（休日労働を含む）　
◦月100時間未満（休日労働を含む）を超えることはできません。（月80時間は、１日当たり４時間程度の残業に相当します。）
　‌‌また、原則である月45時間を超えることができるのは、年間６か月までです。

労働基準法別表第一による、職場区分の実際例

新労働基準法による時間外労働上限規制（図は厚生労働省作成）

法律上は、残業時間の上限があり
ませんでした（行政指導のみ）。

ここが

ポイント！

法律で残業時間の上限を定め、これを
超える残業はできなくなります。

法定労働時間
１日８時間
週40時間

法定労働時間
１日８時間
週40時間

残業時間
月45時間
年360時間

残業時間（原則）
月45時間

年360時間

法律による上限（例外）
◦年720時間��◦複数月平均80時間

＊��
◦月100時間未満

＊

※1　「36協定」…労働基準法36条による時間外・休日勤務に係る協定
※2　「本庁等の職場」…労働基準法別表第一（右記）に記載された以外の職場を指します。
※3　労働基準法33条3項の規定　詳しくは❺面参照。

労基法別表第一の号別事業場例

１号（製造業）電気・ガス・水道の各事業場、給食調理場、共同作業所

２号（鉱業）砂利採取事業場

３号（土木・建築）土木出張所、空港建設事務所、土地改良事務所、公園管理事務所

４号（交通）交通事業場

５号（港湾）港湾管理事務所

６号（農林）林業事務所、農業センター（園芸センター、フラワーセンター等）

７号（牧畜・水道）畜産センター、水産種苗センター

８号（商業）駐車場、市場、物産館、野球場

９号（金融・広告）観光案内所

10号（映画・演劇）公営競技事務所

11号（通信）水産事務所無線局

12号（教育・研究）

小・中・高等学校、大学、幼稚園、看護学校、消防学校、警察学校、
特別支援学校、職業訓練校、職員研修所、農業・林業・水産・工業
試験場、公衆衛生検査所、青年センター、産業技術センター、勤労
婦人センター、図書館、公民館、博物館、科学館、体育館、美術館、
児童館

13号（保健・衛生）

病院、保健所、保育所、老人ホーム、福祉センター、母子寮、保健セ
ンター、乳児院、食肉衛生検査所、精神保健福祉センター、盲（ろう、
養護）学校寄宿舎、肢体不自由児施設、知的障害児施設、身体障害者
更生援護施設

14号（娯楽・接客）国民宿舎、ユースホステル、保養センター

15号（清掃・と畜）清掃事業場、火葬場、し尿処理場、家畜処理場

別表第一各号の
いずれにも
該当しない事業

本庁、支所、出張所、行政委員会事務局、消防署、警察署、旅券事務所、
福祉事務所、農業改良普及所、身体障害者更生相談所、知的障害者更
生相談所、婦人相談所、児童相談所、消費生活センター、コミュニティ
センター、物産センター、授産所

話し
合おう！

要求
しよう！

組合員を
増やそう！

日本自治体労働組合総連合

すすめよう！

人事院規則の改正内容（予定）

現 在改正後

１年間�＝12か月１年間�＝12か月

年間６か月まで年間６か月まで
大臣告示による上限

（行政指導）

上限なし
＊休日労働を含む

法律による上限（原則）

❶
❸ ❷



労
働

時
間

把
握
と

時
間

外
労

働
の

上
限

規
制
を

求
め
て
とり

く
も

う！

労
働
基
準
法
で
は
、
8
時
間
労
働
が
原
則
で
あ
る
こ
と
を
明
記
し

て
い
ま
す
。
そ
れ
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
な
ぜ
長
時
間
労
働
が
蔓
延
し

て
い
る
の
で
し
ょ
う
か
？
そ
れ
は
、同
じ
法
律
の
第
36
条
に
よ
っ
て
、

労
使
が
協
定
を
結
ん
で
監
督
機
関
に
届
け
出
れ
ば
、
い
く
ら
で
も
時

間
外
労
働
を
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
て
い
た
か
ら
で
す
。（
い
わ
ゆ
る
サ

ブ
ロ
ク
協
定
）

し
か
し
今
回
の
「
働
き
方
法
」
の
中
の
労
働
基
準
法
改
定
に
よ
り
、

法
に

定
め

ら
れ

た
上

限
を

超
え

て
働

か
せ

る
こ

と
は

で
き

な
く

な
り

ま
し

た
。（
仮
に
そ
の
よ
う
な
協
定
を
結
ん
で
も
無
効
）�

�
※
新
労
働
基
準
法
に
よ
る
上
限
規
制
は
、
❷
面
参
照

　
あ
な
た
の
働
い
て
い
る
職
場
で
は
、
使
用
主
が
時
間
外
労
働
を
命
ず
る
場
合
、
必
ず
労
働
者

の
代
表
と

36
協

定
を

結
ぶ

義
務
が
あ
り
、
こ
れ
に

違
反

し
た

場
合

に
罰

則
※
１
が
科
さ
れ
ま
す
。

8
時
間
を
超
え
て
働
か
せ
る
こ
と
が
や
む
を
得
な
い
事
情
だ
と
、
労
働
者
代
表
の
了
解
を
得
る
趣

旨
で
す
。
こ
の
こ
と
か
ら
わ
か
る
よ
う
に
、
協
定
で
認
め
る
時
間
外
労
働
の
内
容
は
、
必
要
最
小

限
で
な
く
て
は
な
り
ま
せ
ん
。

　
し
か
し
現
実
に
は
、
多
く
の
職
場
で
協
定
が
結
ば
れ
て
お
ら
ず
、
ま
た
結
ば
れ
て
い
る
職
場

も
内
容
は
お
お
ま
か
で
、
上
限
も
年
間
36
0
時
間
を
超
え
て
い
る
場
合
が
珍
し
く
あ
り
ま
せ
ん
。

こ
れ
で
は
、
協
定
を
結
ん
だ
こ
と
に
よ
る
抑
止
効
果
は
あ
ま
り
期
待
で
き
ま
せ
ん
。

　
労
働
基
準
法
の
改
定
に
伴
い
出
さ
れ
た
指
針
で
は
、「
労
働
時
間
の
延
長
及
び
休
日
の
労
働
は

必
要
最
小
限
に
と
ど
め
ら
れ
る
べ
き
」
と
明
記
し
て
お
り
、
漫
然
と
時
間
外
労
働
を
命
ず
る
こ
と

は
禁
じ
て
い
ま
す
。
ま
た
「
業
務
の
区
分
を
細
分
化
す
る
こ
と
に
よ
り
当
該
業
務
の
範
囲
を
明
確

に
」
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
て
お
り
、
協
定
書
に
は
、
時
間
外
労
働
を
命
ず
る
業
務
の
範
囲
、

理
由
・
期
間
な
ど
明
確
に
記
載
し
な
く
て
は
な
り
ま
せ
ん
。

　
時

間
外

労
働

が
あ

る
の

な
ら

、
協

定
が

結
ば

れ
て

い
る

か
ど

う
か

、
そ

の
内

容
は

ど
う

な
っ

て
い

る
か

確
認

し
、

問
題

が
あ

る
場

合
は

、
適

正
な

内
容

の
協

定
締

結
に

向
け

て
話

し
合

い
を

す
す

め
ま

し
ょ

う
。

　
労
基
法
別
表
第
一
に
該
当
し
な
い
職
場
で
は
、
労
基
法
33

条
3
項
に
よ
り
、「
公
務
の
た
め
の
臨
時
の
必
要
」
が
あ
れ
ば
、

36
協
定
を
結
ば
な
く
て
も
時
間
外
労
働
を
命
じ
る
こ
と
が
で

き
る
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
規
定
に
よ
る
と
し
て
も
、
時

間
外
に
行
う
業
務
が

「
臨

時
の

必
要

」
で

な
い

場
合

36
協

定
締

結
が

必
要
な
は
ず
で
す
が
、
実
際
に
は
、
締
結
さ
れ
て
い

な
い
職
場
が
ほ
と
ん
ど
で
す
。

　
し
か
し
、
労
基
法
の
改
定
に
伴
い
人
事
院
規
則
に
も
上
限

規
制
が
明
記
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
、 （
❷
面
参
照
）
総
務
省
も
こ

れ
に
準
じ
た
取
扱
い
を
自
治
体
に
要
請
し
て
い
ま
す
。

20
19

年
4

月
の

新
法

施
行

ま
で

に
、

時
間

外
の

業
務

内
容

に
よ

り
、

36
協

定
（
労
基
署
へ
の
届
出
が
必
要
）

か
そ

れ
に

準
じ

た
労

使
協

定
（
届
出
は
不
要
）

を
結

ぶ
話

し
合

い
を

す
す

め
ま

し
ょ

う
。
そ
の
際
、
恒
常
的
な
業
務
と
臨
時
的
な
業
務
を
合
わ
せ

た
上
限
を
最
低
限
の
も
の
と
す
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

改
正
労
働
安
全
衛
生
法
で
は
、
事
業
主
に
対
し
、
タ
イ
ム
カ
ー
ド
や
パ

ソ
コ
ン
の
使
用
記
録
な
ど
、
客
観
的
記
録
に
よ
る
労
働
者
（
含
管
理
職
）

の
労
働
時
間
把
握
を
求
め
て
い
ま
す
。
現
状
で
は
、
多
く
の
職
場
で
時
間

外
労
働
の
把
握
も
労
働
者
の
自
己
申
告
に
ま
か
さ
れ
て
お
り
、
こ
れ
が
超

勤
手
当
不
払
い
を
産
む
温
床
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
超
勤
実
態
を
任

命
権
者
が
把
握
し
て
い
な
い
た
め
、
人
員
不
足
が
改
善
さ
れ
な
い
こ
と
に

も
つ
な
が
っ
て
い
ま
す
。
な
お
、
超
勤
手
当
不
払
い
は
、
労
基
法
違
反
で

罰
則
が
科
さ
れ
ま
す
。

タ
イ
ム
カ
ー
ド
導
入
な
ど
客
観
的
な
労
働
時
間
把
握
の
し
く
み
を
つ
く

ら
せ
、
任
命
権
者
が
き
っ
ち
り
把
握
す
る
よ
う
求
め
ま
し
ょ
う
。
同
時
に
、

私
た
ち
自
身
も
、
超
勤
申
請
の
自
粛
は
行
わ
な
い
よ
う
に
し
ま
し
ょ
う
。

労
基
法
は
、
地
方
公
務
員
に
も
原
則
と
し
て
適
用
さ
れ
、
適
用
除
外
の
場
合
も
多
く
は
地
方
公
務
員
法
等
で
同
趣
旨
の
規
定
が
定
め
ら
れ
て

い
ま
す
。
労
働
時
間
規
制
に
つ
い
て
は
、
本
来
時
間
外
労
働
を
命
ず
る
場
合
は
、3
6協
定
を
締
結
す
る
こ
と
が
原
則
で
す
が
、
本
庁
・
支
所
等

事
務
系
の
職
場
で
は
、除
外
規
定
が
あ
り
ま
す
。あ
な
た
の
職
場
の
労
働
時
間
規
制
の
枠
組
み
を
、下
記
の
チ
ャ
ー
ト
図
で
確
認
し
て
み
ま
し
ょ
う
。

◦
労
働
基
準
法
第
三
十
二
条

　
‌‌使
用
者
は
、
労
働
者
に
、
休
憩
時
間
を
除
き
一
週
間
に
つ
い
て
四
十
時
間
を
超

え
て
、
労
働
さ
せ
て
は
な
ら
な
い
。

　
‌‌ ２
‌使
用
者
は
、
一
週
間
の
各
日
に
つ
い
て
は
、
労
働
者
に
、
休
憩
時
間
を
除
き

一
日
に
つ
い
て
八
時
間
を
超
え
て
、
労
働
さ
せ
て
は
な
ら
な
い
。

◦
労
働
基
準
法
第
三
十
六
条

　
‌‌使
用
者
は
、
当
該
事
業
場
に
、
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
あ

る
場
合
に
お
い
て
は
そ
の
労
働
組
合
、
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組

合
が
な
い
場
合
に
お
い
て
は
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
と
の
書
面
に
よ

る
協
定
を
し
、
こ
れ
を
行
政
官
庁
に
届
け
出
た
場
合
に
お
い
て
は
、（
中
略
）
そ

の
協
定
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
っ
て
労
働
時
間
を
延
長
し
、
又
は
休
日
に
労
働

さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

◦
労
働
基
準
法
第
三
十
三
条
（
一
部
略
）

　
‌‌災
害
そ
の
他
避
け
る
こ
と
の
で
き
な
い
事
由
に
よ
つ
て
、
臨
時
の
必
要
が
あ
る
場
合
に
お
い
て

は
、
使
用
者
は
、
行
政
官
庁
の
許
可
を
受
け
て
、
そ
の
必
要
の
限
度
に
お
い
て
労
働
時
間
を
延

長
し
、
又
は
休
日
に
労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
‌‌３
　
公
務
の
た
め
に
臨
時
の
必
要
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、

官
公
署
の
事
業
（
別
表
第
一
に
掲
げ
る
事
業
を
除
く
。）
に
従
事
す
る
国
家
公
務
員
及
び
地
方

公
務
員
に
つ
い
て
は
、
労
働
時
間
を
延
長
し
、
又
は
休
日
に
労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

36
協

定
の

上
限

時
間

　
新
労
働
基
準
法
で
は
、
月

45
時
間
年
36
0
時
間
を
時
間

外
労
働
の
上
限
と
し
て
お
り
、

こ
れ
を
超
え
る
の
は
「
通
常
予

見
す
る
こ
と
の
で
き
な
い
業
務

量
の
大
幅
な
増
加
等
に
伴
い

臨
時
的
」
な
必
要
の
あ
る
場
合

に
限
ら
れ
る
と
し
て
い
ま
す
。

「
臨

時
の

必
要

」
と

は
　
総
務
省
は
、「
公
務
の
た
め
の
臨
時
の
必
要
」

の
解
釈
は
、
各
自
治
体
の
判
断
と
し
て
い
ま
す
。

　
し
か
し
仮
に
こ
れ
を
認
め
る
と
し
て
も
、「
臨

時
」
は
恒
常
的
な
業
務
と
は
違
い
、
突
発
的
な
問

題
対
応
に
限
る
べ
き
で
す
。（
例
　
伝
染
病
の
発

生
　
臨
時
給
付
金
の
支
給
）
予
算
決
算
等
の
繁

忙
期
対
応
は
、
事
前
に
予
測
可
能
で
あ
る
の
で

含
ま
れ
な
い
の
が
、
自
治
労
連
の
考
え
方
で
す
。

あ
な

た
の

職
場

の
時

間
外

労
働

規
制

の
枠

組
み

は
？

「 労 働 基 準 法 別 表 第 一 ※ ❸ 面 」 の 職 場 に 該 当 し て い ま す か ？

YE
S

Ｎ
Ｏ

使
用
主
が
時
間
外
労
働
を
命
ず

る
た
め
に
は
、
36
協
定
を
結
ぶ

義
務
が
あ
り
ま
す
。

あ
な
た
は
、
労
基
法
の
時
間

外
労
働
規
制
を
直
接
に
受
け

ま
す
。

右
ペ
ー
ジ

を
参
照
し
て
く
だ
さ
い

右
ペ
ー
ジ

を
参
照
し
て
く
だ
さ
い

あ
な
た
の
職
場
で
は
、
36
協
定
の
締
結
義
務
に
例
外
が
あ
り
ま
す
。

あ
な
た
の
時
間
外
労
働
の
業
務
内
容
は
、
臨
時
的
な
仕
事
で
す
か
？

YE
S 

 臨
時

的
な

業
務

で
す

。
N

O
  恒

常
的

な
仕

事
で

す
。

労
働
基
準
法
33
条
3
項
に
よ
り
、

使
用
者
は
、
36
協
定
の
締
結
を
せ
ず

時
間
外
労
働
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。
し
か
し
こ
の
場
合
で
も
、
労
基

法
に
準
ず
る
上
限
規
制
は
必
要
で
す
。

36
協
定
を
結
ば
な
い
時
間
外
勤

務
命
令
は
違
法
で
す
。

ま
た
、
労
働
基
準
法
の
上
限
規

制
の
対
象
と
な
り
ま
す
。

※
��労
働
基
準
法
33
条
1
項
に
よ
り
、「
災
害
そ
の
他
避
け
る
こ
と
の
で
き
な
い
事
由
に
よ
つ
て
、
臨
時
の
必
要
が
あ
る
場
合
」
は
、
36
協
定
締
結
を
せ
ず
時
間
外
労
働
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

す
べ

て
の

職
場

で

st
e
p 1

st
e
p 2

st
e
p 3 st

e
p

4

A

A

B

B

し
っ

か
り

確
認

！

し
っ

か
り

確
認

！

チ
ェ

ッ
ク

し
よ

う
！

話
し

合
お

う
！

※
1　
６
か
月
以
下
の
懲
役
ま
た
は
30
万
円
以
下
の
罰
金

保
育
園
・
病
院
・
土
木
事
務
所
等

本
庁
・
支
所
等

に
該

当
す

る
職

場
に

該
当

す
る

職
場

❶
「
一
日
の
労
働
時
間
は
、

8
時
間
が
原
則
」

❷
  
新
労
基
法
で
は
、
上
限
規
制
を
超
え
て
働
か
せ
れ
ば
罰
則
が
！

長
時
間
労
働
を
抑
制
で
き
る
協
定
内
容
は
？

使
用
者
は
、
労
働
時
間
を
き
ち
ん
と
把
握
で
き
て
い
る
？

超
勤
手
当
の
不
払
い
は
起
き
て
い
な
い
？

地
方
公
務
員
に
も
、
労
基
法
は
原
則
と
し
て
適
用
さ
れ
ま
す
。

❹
❺


